
第１期中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果

国立大学法人東京農工大学

１ 全体評価

東京農工大学は、「持続発展可能な社会の実現」の課題を正面から受け止め、農学・工

学及びその融合領域における教育研究を中心に、社会や環境と調和した科学技術の進展

に貢献することを目的とする「使命志向型教育研究－美しい地球持続のための全学的努

力」を基本理念として掲げ、学長のリーダーシップの下、戦略的な大学運営を推進して

いる。

中期目標期間の業務実績の状況は、平成 16 ～ 19 年度までの評価では、すべての項目

で中期目標の達成状況が「良好」又は「おおむね良好」であったが、平成 20、21 年度の

状況を踏まえた結果、「業務運営の改善及び効率化に関する目標」の項目で中期目標の達

成状況が「非常に優れている」ほか、それ以外の項目で中期目標の達成状況が「良好」

又は「おおむね良好」である。業務実績のうち、主な特記事項は以下のとおりである。

教育については、e-learning や遠隔授業システムの環境整備及び少人数等の授業形態の

充実、大学院専攻の拡充・増設及び教育に必要な設備等の活用・整備並びに教育方法の

改善、課外活動やボランティア活動に対する支援及び多様な学生に対するキャリアサポ

ート並びに独自の奨学金制度の実施、「アグロイノベーション人材」輩出事業の実施等の

取組を行っている。また、体験型基礎教育の “SEED” モデルの開発や専門能力育成のた

めのカリキュラム改革により研究成果の増大につなげている。

研究については、「COE ナノ未来材料」分野での拠点事業の継続、多様かつ積極的な

産学連携事業の展開や地域インキュベーター事業の推進による研究成果の社会的還元、

国際公募による若手研究者の確保、女性研究者の支援、産官学連携・知的財産センター

の整備等の取組を行っている。

社会連携・国際交流等については、企業や自治体との研究連携によるインキュベータ

ー事業の充実、カブール大学（アフガニスタン）に対する復興支援、大学所有の学術的

価値のある資料の保存・展示等に取り組んでいる。

業務運営については、教員は平成 20 年度、事務職員及び技術職員は平成 21 年度から、

ぞれぞれ個人評価を本格実施し、評価結果を勤勉手当の処遇に反映しており、評価でき

る。また、女性教員の採用の拡大を図るために、様々な支援事業を実施しており、評価

できる。

財務内容については、自己収入の増加に向けて、農場や演習林の生産性の向上を図る

とともに、生産物販売の強化を行ったほか、動物医療センターにおいて診療収入の目標

額を設定し、各年度とも収入額が目標額を上回っている。

環境への取組については、エコキャンパス実現に向けて、｢エコキャンパス像｣を策定

し、人感センサーや瞬間暖房便座等の省エネルギー器具を設置し、また、施設整備の際

には、CO2 削減等、環境に配慮して行っている。
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２ 項目別評価

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況

（Ⅰ）教育に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のうち、１項目が「良

好」、３項目が「おおむね良好」であり、これらの結果を総合的に判断し

た。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価結果は以下のとおりであった。

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のうち、１項目が「良好」、３項

目が「おおむね良好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

２．各中期目標の達成状況

① 教育の成果に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「教育の成果に関する目標」の下に定

められている具体的な目標（４項目）のうち、３項目が「良好」、１項目

が「おおむね良好」であったことから、「中期目標の達成状況が良好であ

る」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、３項目が「良好」、１

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果に加え、学部・研究科等の

現況分析における関連項目「学業の成果」「進路・就職の状況」の結果も

勘案して、総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画｢多様な入学生に対応した導入教育を実施する｣及び「整合教育カリキュラ

ムを実施する」について、体験型基礎教育の“SEED”モデルを開発し、特色ある大学

教育支援プログラムに採択されているほか、専門能力の育成のためカリキュラムの改

革を行い、その結果、大学院生の学会発表数が増加するなど、研究成果の増大につな

がっていることは、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期目標「高度の専門性を身に着けた創造性、国際性豊かな人材を育成する」につ
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いて、特色ある大学教育支援プログラム等応募型事業の指定を受けたこと、また、工

学部に設置した「ものづくり創造工学センター」により、ものづくりマインドを醸成

する教育を実施していることは、特色ある取組であると判断される。

② 教育内容等に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「教育内容等に関する目標」の下に定

められている具体的な目標（８項目）のうち、４項目が「良好」、４項目

が「おおむね良好」であったことから、「中期目標の達成状況がおおむね

良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、４項目が「良好」、４

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果に加え、学部・研究科等の

現況分析における関連項目「教育内容」「教育方法」の結果も勘案して、

総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「少人数、対話型、学生参加型の授業形態の充実を図る」、「各分野におけ

る高度な専門知識を習得させ」及び「設備の充実」について、e-learning や遠隔授業シ

ステムの環境を整備し、また、少人数等の授業形態の充実を行い、特色ある大学教育

支援プログラム及び大学院教育改革支援プログラムに採択されるなどの成果が見られ

ることは、優れていると判断される。

③ 教育の実施体制等に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「教育の実施体制等に関する目標」の

下に定められている具体的な目標（３項目）のうち、１項目が「良好」、

２項目が「おおむね良好」であったことから、「中期目標の達成状況がお

おむね良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、１項目が「良好」、２

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果に加え、学部・研究科等の

現況分析における関連項目「教育の実施体制」の結果も勘案して、総合

的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画｢社会の動向や学問の発達を先取りし、大学院の専攻の拡充・増設等を行

う」、「学生の自発的な学習活動を補助するための施設・設備を整備する」及び「公開

授業、講義方法の研修・検討会等を拡充する」について、時代の動向を見据えた大学

院専攻の拡充・増設を図るとともに、教育に必要な設備、図書館、情報ネットワーク
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等の活用・整備を実施し、また、大学教育センターの授業評価等、教育方法の改善に

努め、教育の質の向上につながっていることは、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画｢教育改善のため、公開授業、講義方法の研修・検討会等を拡充する｣につ

いて、教育褒賞制度（BT 賞）、授業公開等、ファカルティ・ディベロップメント（FD）

活動を意欲的に行っていることは、特色ある取組であると判断される。

④ 学生への支援に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況がおおむね良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「学生への支援に関する目標」の下に

定められている具体的な目標（１項目）が「おおむね良好」であったこ

とから、「中期目標の達成状況がおおむね良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、１項目が「おおむね良

好」であることから判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「入学料・授業料免除や奨学援助制度を見直し、独自奨学金制度を検討す

る」、「課外活動、ボランティア活動の活性化を図るための方策を検討し、実施する」

及び「留学生、社会人を含む学生の幅広いキャリアサポートを実施する」について、

課外活動やボランティア活動に対して学生表彰制度に基づき支援を行い、また、多様

な学生に対してキャリアサポートを行うほか、独自の奨学金制度の実施、学生活動支

援センターの設立、キャリアパス支援事業の実施等、支援業務を積極的に取り組んで

いることは、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画｢『学生センター』を設置し、学生への学習面、健康面、生活・経済面、就

職面における支援を強化する｣について、学生サポートセンターを府中と小金井の両キ

ャンパスに設置し、図書館の自主学習環境の整備等、学生に対する支援業務を積極的

に行ったことは、特色ある取組であると判断される。

○ 中期計画「府中・小金井キャンパスに「学生センター」を設置し、学生への学習面、

健康面、生活・経済面、就職面における支援を強化する」について、平成 20 年度にア

グロイノベーション高度人材養成センターを設置し、全国の大学院博士課程の学生、

若手研究者等を支援対象者として研修機会等を付与するなど、「アグロイノベーション

人材」を輩出する事業を実施していることは、特色ある取組であると判断される。（平

成 20、21 年度の実施状況を踏まえ判断した点）

（Ⅱ）研究に関する目標

１．評価結果及び判断理由
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【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のすべてが「良好」

であることから判断した。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価結果は以下のとおりであった。

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のすべてが「良好」であること

から判断した。

２．各中期目標の達成状況

① 研究水準及び研究の成果等に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「研究水準及び研究の成果等に関する

目標」の下に定められている具体的な目標（６項目）のうち、２項目が

「非常に優れている」、１項目が「良好」、３項目が「おおむね良好」で

あったことから、「中期目標の達成状況が良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、２項目が「非常に優れ

ている」、１項目が「良好」、３項目が「おおむね良好」とし、これらの

結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目「研究活動の

状況」「研究成果の状況」の結果も勘案して、総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「農学と工学並びに融合領域を機軸として俯瞰的な視野から総合的な科学

技術の研究に取り組む」及び中期目標「研究で得た成果を人類共通の財産として広く

社会に還元する」について、大学として重点的に取り組む分野を農学と工学及び融合

領域とし、「COE ナノ未来材料」分野での拠点事業の継続等を行い、また、多様かつ

積極的な産学官連携事業の展開や地域インキュベーター事業の推進により、研究成果

の社会的還元に取り組んでいることは、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「産学連携及び国・地方自治体等との連携を拡大する」について、産官学

連携・知的財産センターを中心に積極的な産学連携事業を意欲的に行っていることは、

特色ある取組であると判断される。

② 研究実施体制等の整備に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「研究実施体制等の整備に関する目標」
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の下に定められている具体的な目標（７項目）のうち、３項目が「良好」、

４項目が「おおむね良好」であったことから、「中期目標の達成状況が良

好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、３項目が「良好」、４

項目が「おおむね良好」とし、これらの結果を総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「研究部門・研究拠点の枠を超えた研究実施体制を整備し」、「外部資金等

を活用して若手研究者を雇用し」及び「研究支援者の配置については、支援が効率的

に行われるように事務職員等を配置するほか、各種の人材配置制度を積極的に活用す

るとともに弾力的に運用し、支援を充実する」について、東京農工大学を若手人材育

成の拠点と位置付け、国際公募による若手研究者の確保、女性研究者の支援を図って

いるほか、産官学連携・知的財産センターを整備したことは、人的資金的支援等に積

極的に取り組んでいるという点で、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「研究部門・研究拠点の枠を超えた研究実施体制を整備し」について、分

野にとらわれない融合領域の研究を推進するために、部門を越えて研究を行うことが

できる｢拠点｣を設置し、必要に応じて機動的・流動的に教員を配置できる研究体制作

りに向けて組織の見直しを図ったことは、特色ある取組であると判断される。

（Ⅲ）その他の目標

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（２項目）

のすべてが「良好」であることから判断した。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価結果は以下のとおりであった。

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（２項目）のすべてが

「良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

① 社会との連携、国際交流等に関する目標
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【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「社会との連携、国際交流等に関する

目標」の下に定められている具体的な目標（11 項目）のうち、２項目が

「非常に優れている」、５項目が「良好」、４項目が「おおむね良好」で

あったことから、「中期目標の達成状況が良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、２項目が「非常に優れ

ている」、５項目が「良好」、４項目が「おおむね良好」とし、これらの

結果を総合的に判断した。

＜特記すべき点＞

（優れた点）

○ 中期計画「公募型競争的資金への積極的な応募を奨励する」及び「総合的学際的な

共同研究や複数企業・国・自治体との研究連携等に積極的に取り組む」について、公

募型競争的資金への積極的な応募を行い、各種の事業奨励費を確保し、積極的な産官

学の連携事業を推進しており、特に、企業や自治体との研究連携に取り組み、インキ

ュベーター事業の充実を図っていることは、優れていると判断される。

○ 中期計画「姉妹校の拡充整備により、主要地区特にアジア地域における教育研究活

動の拠点形成を行う」について、アジアにおける国際人材育成に係る基礎を構築する

ため、アフガニスタン・カブール大学に対する復興支援を継続的かつ重点的に実施し、

「カブール大学復興支援室」が中心となって行ったアフガニスタン復興支援事業は、

東京農工大学の目的に沿った「使命志向型の取組」として、国立大学法人評価委員会

から評価されており、優れていると判断される。

（特色ある点）

○ 中期計画｢国際交流推進センター（仮称）を設け、留学・派遣に関する情報提供や学

生に対する語学教育等及び学術交流の支援業務を強化する｣及び「全学の国際交流を推

進するために、関連する事務組織は国際交流推進センターのもとで一元化を図る」に

ついて、産官学連携・知的財産センター、国際センター等を設置して、国内外におけ

る産学連携の推進を意欲的に行っていることは、特色ある取組であると判断される。

② 産業資料の収集・保管・調査研究・展示による社会サービスの拡充と本学にお

ける教育研究活動の質の向上に関する目標

【評価結果】 中期目標の達成状況が良好である

（判断理由） 平成 16 ～ 19 年度の評価結果は「産業資料の収集・保管・調査研究・

展示による社会サービスの拡充と本学における教育研究活動の質の向上

に関する目標」の下に定められている具体的な目標（１項目）が「良好」

であったことから、「中期目標の達成状況が良好である」であった。

平成 20、21 年度の達成状況を踏まえた結果は、１項目が「良好」であ

ることから判断した。

＜特記すべき点＞
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（優れた点）

○ 中期目標「大学附属博物館を設置し、教育面における社会サービスと本学における

教育研究の質を向上する」について、附属博物館の設立を視野に入れ、従来の繊維博

物館における展示等の諸活動を行い、また、科学技術展を開催するなど、大学所有の

学術的価値のある資料を多く保存・展示し、社会に発信していることは、優れている

と判断される。

（Ⅳ）定員超過の状況

○ 平成 16 年度から平成 21 年度まで一貫して工学府及び連合農学研究科の定員超過率

が 130 ％を上回っていることから、今後、速やかに入学定員の見直しを含めた定員超

過率の改善を行うことが求められる。また、平成 20 年度から平成 21 年度まで一貫し

て農学府の定員超過率が 130 ％を上回っていることから、今後、速やかに入学定員の

見直しを含めた定員超過率の改善を行うことが求められる。
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Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

①運営体制の改善、②教育研究組織の見直し、③人事の適正化、

④事務等の効率化・合理化

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 教員評価は、平成 20 年度の勤勉手当から反映しており、また、事務職員及び技術職

員の人事評価について、平成 21 年度より前・後期に分けて実施し、評価結果（４～９

月末）を平成 21 年 12 月期の勤勉手当から反映しており、評価できる。

○ 出産や育児で休業した女性獣医師向けの支援事業の実施、女性教員の拡大を図るた

め「女性未来育成機構」を設置したほか、平成 21 年度からは「農工大式ポジティブア

クション『１プラス１』（常勤の女性職員を採用した場合、当該専攻等に１名分の特任

助教の人件費を支給する制度）」の導入を決定し、また、育児・介護等を行う職員の短

時間勤務制度導入等の取組を実施しており、積極的な取組が評価できる。

○ 学長が諮問した特命事項について検討するワーキンググループ等を学長の下に設置

し、その答申等に基づき新しい制度の導入等を行うという形で、学長を中心とした大

学運営の推進を図っており、平成 20 年度に学長を本部長とする「大学戦略本部」を設

置するとともに、同本部をサポートする事務組織として学長直属の「戦略企画室」を

設置している。

○ 大学戦略経費（学長裁量経費）を戦略的な教育研究プロジェクトに重点的に配分す

るなど、学長主導による戦略的資源配分を図っており、事業終了後には提出書の報告

を求め、事業の成果を確認している。

○ 授業を定年退職教員に担当させる「シニアプロフェッサー制度」や「サバティカル

制度」を導入するなど、ワークシェアリング等による弾力的・多様な雇用形態を可能

とする人事制度の改善に取り組んでいる。

○ 事務組織の部課制からグループ・チーム制への再編、全学委員会の削減、近隣大学

との共同調達、動物医療センター関係事務のアウトソーシング等を行い、業務運営の

効率化に努めている。

【評定】 中期目標の達成状況が非常に優れている

（理由） 中期計画の記載 28 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められるほか、教職員の人事評価を

本格実施し、処遇に反映させている取組が行われていること等を総合的に勘

案したことによる。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 28 事項すべてが「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記
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の状況等を総合的に勘案したことによる。

（２）財務内容の改善に関する目標

①外部研究資金その他の自己収入の増加、②経費の抑制、

③資産の運用管理の改善

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 自己収入の増加に向けて、農場や演習林の生産性の向上を図るとともに、FS（フィ

ールドサイエンス）センターの生産物販売を強化するため、平成 17 年度からアンテナ

ショップ「夢市場」を学内に設置し、販売を行い、平成 18 年度には、FS センターに

おいて生産された米、いも、麦を原料とした農工大ブランドの焼酎（商品名：「賞典禄」）

を開発・製品化し、販売を行っている。これらの取組の結果、教育研究附属施設の収

入は、平成 16 年度以降ほぼ増加傾向にあり、本来の教育研究に支障を生じない範囲で

収入を確保し、教育研究に活用している。

○ 動物医療センターについて、民間金融機関からの長期借入金により整備を行うとと

もに、中期計画で診療収入の目標額を設定し（１億 264 万円（平成 12 年度から３年間

の平均収入額より 50 ％の増））、各年度とも実際の収入額が目標額を上回っている（平

成 21 年度２億 631 万円）。

○ 管理的な業務全般に要する経費や水光熱費等について目標値を定めて合理化を図り、

また、電気通信大学及び一橋大学と共同調達の連携に係る協定を結ぶなどの取組によ

り、経費削減に努めている。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 10 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められるほか、上記の状況等を総合

的に勘案したことによる。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 10 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中期計画

を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

①評価の充実、②情報公開等の推進
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平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 役員会の下に設置した全学計画評価委員会が計画・評価に係る業務を一元的に担う

こととし、中期目標・中期計画及び年度計画を策定するとともに、計画の進捗状況を

定期的に報告書にまとめ、進行が遅い事項等について改善策を講じる体制を整え、評

価の充実を図っている。

○ ウェブサイトにおける研究者情報の公開、多様な媒体による情報発信、大学ブラン

ディング事業（プロジェクト「UP 農工大」）の実施等を行い、情報公開等の推進を図

っている。また、平成 21 年度からウェブサイトのデザイン・構成等を全面的にリニュ

ーアルを行うなどの結果、民間調査機関による大学ウェブサイト調査において、「ウェ

ブサイトの使いやすさ」部門で２位、「総合順位」で５位等にランキングされている。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載３事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載３事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中期計画を

十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

（４）その他業務運営に関する重要目標

①施設設備の整備・活用等、②安全管理

平成 16 ～ 21 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 府中・小金井両キャンパスにおいて定期的な巡回点検（施設実態調査）を実施し、

調査結果に基づき改修計画の策定及び見直しを行い、計画的に改修工事を実施してい

る。また、施設等の有効活用に向けた点検・評価実施調査において得られたデータを

ウェブサイトで運用するため、平成 18 年度に「キャンパス施設マネジメント電算化シ

ステム」を構築し、毎年度データ更新を行っている。

○ 民間金融機関からの長期借入金により、獣医学研究の充実及び診療収入の増加を図

るため、平成 18 年度から家畜病院の増改修工事を行い、平成 20 年７月に竣工し、新

たに動物医療センターとして診療を開始している。また、老朽化が進む小金井キャン

パスの学生寮（欅寮）について、平成 21 年度に全面改修工事を行い、これにより新た

に女子寮（桜寮）も整備している。
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○ 平成 17 年度に「施設長期計画書」を見直した「キャンパスマスタープラン」を策定

するとともに、「キャンパス・アメニティ総合整備計画」を策定している。また、平成 18
年度には学内調査を実施し、その結果に基づき改善策の検討、計画の見直しを行って

いる。なお、特に改修を要する箇所として設定した優先・重点ゾーンを中心に、整備

計画を確実に実施するため、整備年次計画を策定し、これに基づき改修工事を順次実

施している。

○ 「エコキャンパス創造ワーキンググループ」を設置し、エコキャンパス実現に向け

た「エコキャンパス像」を策定し、これを反映した具体的な整備計画（屋上緑化等）

に基づき人感センサーや瞬間暖房便座等の省エネルギー器具を設置したほか、施設整

備の際には、CO2 削減等、環境に配慮している。

○ 「環境安全管理センター」が中心となり、学内の安全管理及び危機管理に関する取

組を定期的・恒常的に実施したほか、学長自ら安全パトロールを実施している。

○ 研究費の不正使用防止のため、「競争的資金等の取扱いに関する要項」、「競争的資金

等の使用に関する行動規範」等を策定し、説明会等を開催し、学内構成員への周知を

図っている。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 26 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘

案したことによる。

（参考）

平成 16 ～ 19 年度の評価は以下のとおりであった。

【評定】 中期目標の達成状況が良好である

（理由） 中期計画の記載 26 事項すべてが「中期計画を十分に実施している」と認められ、上記

の状況等を総合的に勘案したことによる。

12


	１ 全体評価
	２ 項目別評価
	Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況
	Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況




